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人物やキャラクターの歌声で歌わせることも激増している。こうした中で 2023年頃から「声の

権利」の保護を求める声が高まってきた。本稿では，2024年 5月に発出された「AI時代の知的
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１．はじめに 

 オープン AI社の ChatGPTが 2022年秋に日

本でもリリースされ，大きな注目を浴びたの

は記憶に新しい。それから約 3年が経過する

中，生成 AIをはじめとして各種 AIの技術進

歩は目覚ましく，また一般社会にも広く浸透

してきた。 

 技術進歩に関しては，会話型では ChatGPT

以外にも，マイクロソフト社の Copilot，

Google 社の Gemini など各社がしのぎを削っ

ている。記事作成型では Claudeがよく知られ

ている。Copilot は画像も生成する。画像編

集ソフトウェアである Canva や Adobe 社の

Photoshopにも AI機能が搭載された。動画を

生成する Soraも注目度が高い。歌詞を入力す

るとオリジナルの曲を生成する AIもある。さ

らに，特定の楽曲を別の人間の声もしくは AI

の合成した声で歌わせる AIも登場した。代表

的なものに TopMediaiがある。 

 これらは急速に一般社会に浸透しており，

例えば生成 AIの認知度に関する MM総研調査 

によれば，2025年の認知度は 80.4%で前年比

9.3 ポイントの増であった。利用経験者の利

用頻度は週１回以上が 63.9%，毎日利用する

という回答も 27.8%あった1。 

 今回取り上げる「声の権利」との関係では，

「AIカバー」の普及が見られる。「AIカバー」 

 
† 関西大学 

とは，特定の楽曲の歌声について，AIソフト

を用いて別の人物やキャラクターの声で歌わ

せることを言う。2023年ごろから急速に普及

した2。 

こうした事態に懸念を深めたのが声優や俳

優らである。約 2500名の俳優らが結成する日

本俳優連合（以下，日俳連）は，2023年 6月，

「生成系 AI技術の活用に関する提言」を発表

し，その中で「『声の肖像権』の設立を目指す。

これまでは声と表現が切り離されて使われる

ことが想定されていなかったため，外見だけ

ではない「声の肖像権」の新設を急ぐ」3とし

た。 

 図書館が「声の権利」と関係するのは主と

して，録音資料の作成など，視覚障がい者へ

のサービスであろう。これらは既に著作権法

第37条3項の著作権制限規定に明記されてい

る。これを生成 AIを用いて行った場合はどう

か。また Audible図書の普及によって，今後

図書館が一般利用者向けにこうした資料を収

集・提供する可能性もある。図書館の作成し

た録音資料の音声が AI の学習に用いられる

場合，学習だけなら問題はないのだろうか。 

 本稿では，2024 年 5 月に発出された「AI

時代の知的財産権検討会中間とりまとめ」（以

下，「中間とりまとめ」）4を中心に，「声の権

利」に関わる国内の動向についてとりまとめ，

図書館と「声の権利」とのかかわりについて

考える端緒としたい。 
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２．「声の権利」とは 

 はじめに「声の権利」について押さえてお

きたい。ここでいう声とは人間の発する声で

あり，犬の鳴き声，鳥の囀りなどは対象外で

ある。人間の発する声について，それがよく

知られている声であるか否か，利用目的が商

用であるか否かによって，権利の適用が異な

る場合がある。 

また，権利を主張できるのは声の持ち主で

あるか，それ以外かも問われる。後で詳しく

述べるが，例えば著作権法の場合，朗読は著

作権の保護対象であるが，朗読を構成する

「声」そのものについては保護対象でない。 

 

３．「声の権利」をめぐる検討状況 

 ここでは，日俳連の提言後の動きを時系列

で見ていく。 

(1) AI時代の知的財産権検討会5 

 AI時代の知的財産権検討会（以下，AI知財

検討会）は 2023年 10月４日，知的財産戦略

本部の下に設置された内閣府所管の会合であ

る。設置趣旨は，「AI と知的財産権等との関

係をめぐる課題への対応について，関係省庁

における整理等を踏まえつつ，必要な対応方

策等を検討する」ことである。メンバーには

法律関係の学識経験者が多く，その他には弁

護士，民間事業者がいる。 

 2023年 10月 4日に第 1回会合を開催し，

現時点での最新は 2025 年 12 月 12日の第 10

回である。また 2024年 5月に「中間とりまと

め」を公表した。 

 「声の権利」に関しては，第 2回（2023年

10月）で新委員からの問題提起，第 4回（2023

年 12月）でレベルファイブの日野 CEOより，

現場での使用例，白鳥参事官よりスライドで

の問題整理，上野委員ほかからも意見があっ

た。 

第 5回（2024年 1月）ではさらに白鳥参事

官より参考資料を用いて「声の権利」につい

ての説明および各委員より意見が表明された。 

「声の権利」についてはこの第 4 回，第 5

回で集中討議された。 

第 7回（2024年 4月）では白鳥参事官より

骨子案の説明があり，その中に「声の権利」

が含まれた。 

以上の議論が「中間とりまとめ」に反映さ

れた。 

(2) 著作権分科会法制度に関するワーキング

チーム6 

 著作権分科会法制度に関するワーキングチ

ーム（以下，法制度ワーキング）は 2024年 5

月 20日，文化庁の文化審議会政策小委員会に

おいて設置決定された。これは 2023年度に法

制度小委員会で議論された内容が，政策小委

員会に移管されたことに伴う措置である7。 

検討課題は主として AI と著作権制度に関

することで，2023年に法制度小委員会がまと

めた「AIと著作権に関する考え方について」

を踏まえての継続議論である。「AI と著作権

に関する考え方について」の素案に対しては，

公益社団法人日本芸能実演家団体協議会著作

隣接権センターが 2024年 2月，生成 AIによ

る特定アーティスト風の楽曲作成に対するも

のを含む意見を公表していた8。 

第 1回（2024年 7月）で「声の権利」が検

討課題の一つであることが明示され，第 2回

（2024年 12月）以降も討議が続いている。 

(3) 経済産業政策局知的財産政策室9,10 

 経済産業政策局は経済産業省の部局の一つ

で，「経済構造改革の推進」や「経済産業省の

所掌に係る政策の企画」，「経済産業省の所掌

に係る事業に関する総合的な調査」，「不正競

争の防止」など幅広く取り扱う。そのうち知

的財産に関する事柄を所掌するのが知的財産

政策室である。 

 知的財産政策室は 2025年 5月に「肖像と声

のパブリシティ価値に係る現行の不正競争防

止法における考え方の整理について」（以下，

「考え方の整理」）を発出した11。本文書は，

2024 年版の「知的財産推進計画」（2024 年 6

月）において「生成 AIにおける俳優や声優等

の肖像や声等の利用・生成に関し，不正競争

防止法との関係について，考え方の整理を行

い，必要に応じ，見直しの検討を行う。また，

他人の肖像や声等の利用・生成に関し，その

他の関連法についても，法的考え方の整理を

行う。」12とされた前段部に対応したものであ

る。 

 2025 年 3 月開催の第 28 回産業構造審議会

知的財産分科会不正競争防止小委員会で検討

議題となり，そこでの意見を踏まえ修正の上，

取りまとめられた13。 

(4) 知的財産戦略本部14 

 知的財産戦略本部は毎年「知的財産推進計

画」を立案している。(3)でも触れた通り，2024
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年版の計画で初めて「声の権利」に関する記

述が登場した。翌年の 2025年版ではさらに，

(3)の「考え方の整理」に言及があり（p17-18），

また「生成 AIにおける俳優や声優等の肖像や

声の保護に関し，不正競争防止法等の関連法

や裁判例における考え方について整理した内

容について，周知を行うとともに，契約によ

る対価還元策の検討や侵害行為に関するプラ

ットフォームとの連携体制の構築等について

検討する」（p.21-22）と，一歩進んだ記述と

なった15。 

 本計画の策定は，知的財産戦略推進事務局

が企画・立案・総合調整を行い，民間有識者

で構成される構想委員会を経て行われる。 

2026年版の作成に向けては，2025年 11月

21 日に第 1回構想委員会が開催された16。そ

の議事録を見る限り，「声の権利」に関する発

言は今のところ出ていない。 

 その後，2025年 12月 1日から 2026年１月

７日にかけて意見募集が行われたところであ

る17。各団体から意見が公表されており，一

般社団法人日本民間放送連盟（以下，民放連）

が 2026年 1月に出した意見書では，アナウン

サーや声優等の「声の権利」に関して，「人格

的保護，経済的保護を両立させる実効的な方

策法制化」を求めている18。 

 

４．「中間とりまとめ」19の概要 

 以下では，「中間とりまとめ」のうち「声の

権利」に関連する部分について概要を記す。 

 

4.1 「中間とりまとめ」の構成 

 「中間とりまとめ」は全 5章から成る。 

 「I. はじめに」では，AI 時代の知的財産

権についてとりまとめを行うに至った背景に

は，生成 AIをはじめとする AI技術の進歩が

「社会における様々な創作活動の在り方に影

響を及ぼし，AIと知的財産権の関係をめぐり

新たな課題を惹起するに至った」ことがある

とし，海外も含めた生成 AIの動向等を概観し

た上で，検討課題として以下の 2点を挙げた。 

 (1) 生成 AIと知財をめぐる懸念・リスクへ

の対応等について（検討課題 I） 

 (2) AI技術の進展を踏まえた発明の保護の

在り方（検討課題 II） 

 「声の権利」の検討は「検討課題 I」に含

まれる。 

 「II. 基本的視点」では，①産業競争力強

化の視点，②AI技術の進歩の促進と知的財産

権の保護の視点，③国際的視点，の 3つの視

点から検討することとされた。 

 「III. 生成 AIと知財をめぐる懸念・リス

クへの対応等について」は，全体の中で最も

紙幅が割かれた章である（全 93 ページ中 69

ページで，全体の 4分の 3に当たる）。検討課

題として，法的ルール①（著作権法との関係），

法的ルール②（著作権法以外の知的財産法と

の関係），技術による対応，契約による対応（対

価還元の在り方），その他個別課題，横断的見

地からの検討，の 6点を挙げている。 

「声の権利」の課題は，法的ルールや技術

による対応，契約による対応，横断的見地か

らの検討にも含まれる課題であるが，主とし

て「その他個別課題」の中で「声の保護」と

して取り扱われている。「その他個別課題」に

は他に，「労力・作風の保護」，「学習用データ

としてのデジタルアーカイブ整備」，「ディー

プフェイク（知的財産法の視点から）」がある。 

 「IV. AI技術の進展を踏まえた発明の保護

の在り方について」では，AIを活用した発明

創作を特許法制度の観点から検討している。 

 最終章は「V. おわりに」で，AI 開発者，

AI提供者，AI利用者等の各主体に対して，本

とりまとめを参考にしつつ，冒頭章で示した

「AI 技術の進歩の促進と知的財産権の適切

な保護の両立」を実現しうるエコシステム構

築への寄与を促している。 

 

4.2 「声の権利」に関する検討内容 

 ここでは上記 IIIの「その他個別課題」の

うち「声の保護」の部分を中心に，「声」の保

護に関する法の適用関係がどのように整理さ

れたかを示す。 

 第一に検討されたのは，「声の権利」が現行

法（必ずしも法律で規定されていないものも

含む）上のどのような権利保護の対象となり

うるかという問題である。肖像権，パブリシ

ティ権，著作隣接権，商標権，不正競争防止

法，その他の各観点から検討された。 

(1) 肖像権 

 肖像権は法律で規定された権利ではなく，

過去の判例に基づいて導き出されている権利

の一つである。 

判例は「容ぼう等」を保護されるべき人格

的利益としているが，「中間とりまとめ」は「容

ぼう等」に「声」が含まれるか否かについて，
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「含まれると解することは文言上困難と考え

られ」るとし，否定的である。 

(2) パブリシティ権 

 パブリシティ権も肖像権同様，判例に基づ

き，「人格権に由来するもの」であり，「顧客

吸引力を排他的に利用する権利」としている。

しかし判例自体からは対象に「声」を含むか

どうか明らかでなく，判例の調査官解説から

「声」を含むものと明示があることをもって，

「声」にパブリシティ権の保護が及ぶ根拠と

している。 

 ただし，パブリシティ権は「商品等」に関

わって 3つの条件を満たす必要がある。すな

わち，①声それ自体を独立して鑑賞の対象と

なる商品等として使用する場合，②商品等の

差別化のために声を商品等に付している場合，

③声を商品等の広告として使用している場合，

の 3つであり，保護の範囲はかなり限定的で

ある。 

(3) 著作隣接権 

 ここからは知的財産法に関連した権利との

関わりである。 

 著作権法との関係では，音声データが「実

演」に該当すれば著作隣接権として保護され

るが，「声」そのものは保護対象ではない。 

 また音声データが「実演」に該当する場合，

そのデータを学習させる行為は著作権法 30

条 4の規定により無許諾で可能である。本規

定は，情報解析の用に供する等の「非享受目

的」に該当する場合の著作権制限規定である。 

 ただし法的ルール①では，文化審議会著作

権分科会法制度小委員会の「AIと著作権に関

する考え方について」を引いて，「非享受目的」

と解されない幾つかのケースを示している。

「非享受目的」と「享受目的」が併存する場

合，同規定のただし書により「著作権者の利

益を不当に害することとなる場合」がそれに

当たる。 

(4) 商標権 

 商標法との関係では，「人の音声を含む標章

は，音の商標として商標登録の対象となる」

とされた。ただし商標法の性質上，保護範囲

は「指定商品又は指定役務と同一又は類似の

範囲」に留まる。また類似性の問題について

は「声」だけでは断じられず，歌詞等の言語

的要素を総合して考察されるものである。 

(5) 不正競争防止法 

 不正競争防止法は，「「声」そのものを直接

的に保護しているわけではない」としている。

保護されるのは，音声データが「「営業秘密」，

「限定提供データ」，周知又は著名な「商品等

表示」（人の業務に係る氏名，商号，商標，標

章，商品の容器若しくは包装その他の商品又

は営業を表示するもの），「品質」等に該当す

る場合や，音声データを用いて他人の営業上

の信用を害する虚偽の事実を告知・流布する

場合など」である。 

(6) その他 

 その他，なりすましに対する刑事罰（詐欺

財，偽計業務妨害罪）や民事上の責任（名誉

棄損，名誉感情侵害等）の可能性も指摘して

いる。 

 

 以上が「中間とりまとめ」における「声の

権利」に関する整理である。可能性の指摘に

とどまることや適用範囲が限定的であること

から，「声の保護」を求める者にとっては隔靴

掻痒の感が否めないが，検討の足掛かりを提

供するものとしては課題が端的に整理された

と言える。 

 

５．「中間とりまとめ」以降の検討状況 

5.1 経済産業政策局知的財産政策室「考え方

の整理」20 

 3 の(3)で取り上げた「考え方の整理」は，

「中間とりまとめ」のうち不正競争防止法の

適用について補足する内容である。 

 「声」の利用に関して不正競争に該当しう

る行為として，不正競争防止法第 2条に照ら

し，周知表示混同惹起行為，著名表示冒用行

為，誤認惹起行為，信用棄損行為を挙げ，た

だし，「周知の程度」，「利用形態等」により個

別判断が必要と整理された。本整理で注目さ

れるのは適用事例が例示された点である。 

声の事例は 2件ある。 

一つは AIカバーのケースで，「ある人物と

同一の声を出力することができる生成 AI を

用いて，当該生成 AIに当該人物の持ち歌では

ない曲を歌わせ，それを動画投稿プラットフ

ォームに投稿した場合」である。 

もう一つは AI 音声アラームのケースで，

「ある人物と同一の声を出力することができ

る生成 AIを用いて，当該人物の声を使用した

目覚まし時計を作成し，それを販売する場合」

である。 

いずれの場合も「当該人物の声が周知であ
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れば」不正競争に該当しうるとしている。後

者については，声と特徴的な台詞とがセット

であればより強力である。 

一方，前者について打ち消し表示（メリッ

トを強調する表示に対して，例外事項を表す

表示）21をしている場合には対処が難しいと

しつつも，著名性が認められれば「理論上は」

対処可能としている点には解釈の揺れが見ら

れる。 

 

5.2 法制度ワーキングにおける検討状況 

 法制度ワーキングは，2024年 7月の第 1回

会合で参考資料 5「「知的財産推進計画 2024」

及び「新たなクールジャパン戦略」等の政府

方針等（著作権関係抜粋）」を配布し，その中

で「声の保護」に触れた。また，第 2回（2024

年 12月）では「生成 AIによる声優を模した

声の生成・利用と著作権との関係について」22

を配布し，討議が行われた。 

 配布された資料はスライド 3枚から成る簡

易なもので，1 枚目では関連する政府文書と

して，法制度小委員会の「AIと著作権に関す

る考え方について」，知的財産戦略本部の「知

的財産推進計画 2024」の２点の関連部分を，

2 枚目では著作権法の関連規定として，第 2

条の 3「実演」および 4「実演家」，第 91条「録

音権及び録画権」と「送信可能化権」が掲載

されている。さらに 3枚目では日俳連からの

情報提供に基づき「生成 AIによる声優を模し

た声の生成・利用の事例について」を紹介し

ている。 

 3 枚目のスライドについて，会合当日文書

の説明に当たった持永著作権課課長補佐は，

「実演の録音そのものではないものの，特定

の声優に似せた声を AIで生成し，既存の楽曲

を歌わせる等した音源や動画を作成」する場

合について，大きく 2つのケースに分けて取

りまとめた，としている。 

一つは，「特定声優の氏名や肖像として広く

認識されているもの（又はこれらと類似した

もの）を使用し，当該声優が演じている音源

や動画と混同を生じされる表示をしている場

合」，もしくは「当該声優が演じるキャラクタ

ーの名称やイラスト」として広く認識されて

いるもの（又はこれらと類似したもの）を使

用し，当該声優が演じている音源や動画と混

同を生じさせる表示をしている場合」である。

つまり，AIを使ったものであるのに，本人が

演じていると誤認させるものである。 

もう一つは，そうしたものを使わないケー

スである。 

これに対して，3 名の委員から発言があっ

た。いずれも「実演の録音そのものではない」

ため，実演家の権利を問うことは難しいとい

う趣旨であった。また声そのものには著作権

法上の権利は及ばないという解釈も共有され

た。 

また 1名の委員からは，声を学習させる段

階について，著作権法 30条の 4のただし書の

解釈によって適法か否かの論点は残るとの見

解が示された。これに対して籾井著作権課長

より 2024年 3月の「考え方の整理」で整理済

みである旨の補足があった。すなわち「非享

受目的」か否かの整理である。 

したがって，ここで「声」の生成・利用に

関しては，著作権法上の取り扱いにはそぐわ

ないと結論づけられたと言える。 

 続く第 3回（2025年 2月）では，資料 2と

して「令和 6年度法制度に関するワーキング

チームの検討の経過等について（案）」が示さ

れた。 

 それによれば，「考え方の整理」や「知的財

産推進計画 2024」を踏まえつつ，「文化庁の

文化芸術活動に関する法律相談窓口に寄せら

れた AI に関連する主な相談内容の概略を紹

介し，現状の生成 AIに対する各国の対応や動

向を共有するとともに，生成 AIによる声優を

模した声の生成・利用と著作権との関係につ

いて議論を行った。」とある。 

「声の権利」については，「中間とりまとめ」

で示された内容からの発展・逸脱はなく，次

期以降に検討を引き継ぐこととされた。この

案は 2025年 2月 28日付で確定版となってい

る23。 

 2025年度の第 1回（2025年 9月）では，資

料 4として文化庁著作権課がまとめた「生成

AIをめぐる最新の状況について」の披瀝があ

った。その最終ページに「声の権利」に関し

て，「知的財産推進計画 2025」および「考え

方の整理」からの引用による，これまでの議

論の簡単なまとめがあるが，討議はなされて

いない。 

 なお開催の第 2回（2026年 1月）は，レコ

ード演奏・伝達権の問題に議論が集中してお

り，「声の権利」に関する討議はなかった。 
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5.3 AI知財産検討会における検討状況 

 「中間とりまとめ」を出して以降，AI知財

検討会はしばらく開催がなかった。改めて開

催されたのは約 1年半後の 2025年 10月であ

る。その後，11月と 12月にも各 1回開催さ

れている。 

「声の権利」に関しては直接の議論は見ら

れないものの，第 10回（2025年 12月）で示

された「AIの適切な利活用等に向けた知的財

産の保護及び透明性に関するプリンシプル型

コード（仮称）（案）」（以下，「プリンシプル・

コード（案）」）が注目される。 

「プリンシプル・コード」は，2025年 5月

に成立した「人工知能関連技術の研究開発及

び活用の推進に関する法律」，いわゆる AI法

の趣旨を踏まえつつ，EUの AI法（Artificial 

Intelligence Act）なども参考としながら，

「AI 事業者が行うべき透明性の確保や知的

財産権保護のための措置の原則を定め，もっ

て AI 技術の進歩の促進と知的財産権の適切

な保護の両立に向け，権利者や利用者にとっ

て安全・安心な利用環境を確保することを目

的」としたものである24。 

対象は AI事業者であり，原則を実施するか，

実施しない場合には，その理由を説明するよ

う求める「コンプライ・オア・エクスプレイ

ン」の手法を採用している。強制をしている

わけではないが，AI法は事業者に対して国や

地方自治体の施策への協力を義務付けている

ことから，一定の重みを持つと考えられる。 

 パブリック・コメントの募集に対して，権

利者側の日本アニメフィルム文化連盟

（NAFCA）が「本コード案は，今後世界的にも

大きな影響を与えると考えられる EU の AI 

Act に照らしても内容に齟齬がなく，日本が

国際的な議論から置き去りにされる可能性を

低減する観点からも，重要な意義を有するも

のと考えます。」として，大枠賛成の意見を表

明した。そこで「声の権利」への言及もされ

た25。 

一方，事業者側に当たる新経済連盟は「知

的財産等の権利保護という便益に対し，AI開

発・提供事業者に課されるコスト（過大な事

務負担や AI活用の萎縮効果）が著しく不均衡

であり，『世界で最も AIを開発・活用しやす

い国を目指す』という政府の国家戦略との整

合性に重大な疑義がある」26と否定的な見解

を示した。 

権利者側と利用者側との意見対立を今後ど

のように調整するのか。本コードはパブリッ

ク・コメントを終えたばかりであり，機会を

改めて紹介したい。 

 

5.4 主な論考 

「声の権利」に関する 2025年以降の文献か

ら主なものを 3点紹介しておく。 

(1) 今村哲也「声の知的財産法による保護

に関する一考察」 

 本稿は「中間とりまとめ」と相前後して出

されたものであるが，「中間とりまとめ」の内

容をより具体的に考察しているため，取り上

げた。 

明治大学教授で知的財産法を専門とする今

村哲也は，従来の法制度に限界が生じている

こと，とりわけ AIにより人工的に生成される

音声について，著作権法，判例法，不正競争

防止法に基づき，「「保護の間隙」とも言える

場面が存在する」ことを明らかにした。 

 例えば著作権による保護の間隙として，「特

定人の声や合成音声の特徴それ自体を著作物

として保護することはできない」こと，「映画

の著作物に固定された音声の無断での差し替

え」が同一性保持権の侵害に当たる可能性が

あるものの，権利者は声の持ち主ではなく，

映画の著作者であること，「元の実演のコピー

を介さず似たような実演が作られたとしても，

実演家の権利は及ば」ず，生成 AIを用いた「実

演類似物の法的な位置付けが問題になってい

る」ことを挙げている。 

 判例法については，肖像権への言及はない

が，パブリシティ権について具体的な事例を

挙げつつ以下の検討が見られた。 

 まずパブリシティ権を財産権と見るか，人

格権と見るかについて，財産権としての価値

の根源である顧客吸引力は「声に対する人格

権的利益の存在が理論的前提になる」として，

人格権をパブリシティ権の正当化根拠の不可

欠の要素とした。 

 パブリシティ権の侵害に当たるか否かの考

察では，「ピンク・レディー事件」27判決の 3

類型28を当てはめ事例分析がなされた。 

 例えば小説などの言語の著作物の朗読を収

録するオーディオブックの考察では，顧客吸

引力のある声は独立した商品ではなく，商品

の差別化要素に当たるとした。 
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 個別事例も種々検討されているが，昨今問

題化している「AIカバー」について，合成音

声技術は「モノマネ芸人による実演とは本質

的に異なる法的評価が必要」とし，「パブリシ

ティ権を有する側が「正当な表現行為として

として受忍するべき場合」に該当しにくい」

との見解を示した。 

 不正競争防止法の観点では，「AI カバー」

のように合成音声であることが分かる表示を

していれば「誤認惹起」には当たらないこと

に対しては，このような表示を規制するには

「新たな表示規制制度の創設が必要」との指

摘がなされた29。 

(2) 安藤和宏「アメリカにおける音声の法的

保護に関する一考察」 

 東洋大学教授で音楽著作権ビジネスに詳し

い安藤和宏は，アメリカにおける著作権法，

パブリシティ権，ランハム法30による音声の

保護について解説し，最後に日本法への示唆

を述べている。 

 ひとつは「市場希釈化理論」の検討・考察

を早急に行うことである。 

「市場希釈化理論」とは，2025年 5月にア

メリカ著作権局が公表した報告書「著作権と

AI 第 3 部」生成 AI 学習」で展開された見解

である。 

本報告書は「フェア・ユース」に当たるか

否かを判断する際に，①使用の目的と性格，

②著作物の性質，③著作物全体との関連にお

ける使用された部分の量と重要性，④著作物

の潜在的市場または価値に対する使用の影響，

の 4つのファクターをすべて考慮する必要が

あり，「市場希釈化理論」はこのうち④に関連

する。 

すなわち，元の著作物と類似した AI生成物

がいとも簡単に生成・流通されることによっ

て，市場に類似物が溢れ，「当該市場における

著作物の価値が希釈化」するという考え方で

ある。現時点ではアメリカの判決でもこの理

論に対しては否定的とされる。 

 第二は日本でも ELVIS法のような法制度の

整備が必要というものである。 

ELVIS法とは，2024年 7月にテネシー州で

導入された法律で，保護されるべき財産の対

象に初めて「声」を加えた。「声」が無断使用

されるのを防ぐ法律として注目されているが，

安藤は ELVIS法の条文には表現の自由などか

らの懸念があり，これとの適切な調整を図る

ことも必要であるとして，「今後の裁判例の蓄

積や条文の解釈運用が制度の実効性とバラン

スの確保において極めて重要」と指摘した31。 

 今村とは異なる観点からの指摘もあり，興

味深い。 

(3) 佐々木雅也「肖像と声の無許諾利用」 

 佐々木雅也は野村総合研究所のエキスパー

トエコノミストで，マクロ経済分析、経済政

策を専門にしている。 

本稿は『生成 AI と著作権の論点』の第 9

章として執筆されたもので，肖像と声の保護

について著作権，著作隣接権，商標，肖像権，

パブリシティ権，不正競争防止法の各観点か

ら検討がなされた。「中間とりまとめ」や「考

え方の整理」の参照もあり，注記も詳しく付

されていて，現時点でこの問題について最も

包括的かつ手際よく整理された論考といって

よい。 

特に，対立する見解が明確に示されている

点，中島基至の主張した人格権としての「人

声権」に紙幅を割いている点が注目される32。 

 中島は，5.4にも登場した 2012年 2月 2日

最高裁「ピンク・レディー事件」判決の担当

調査官である。中島は，人の声は氏名や肖像

と同様に、個人の人格を象徴するものであり，

個人は人格権に由来するものとして，これを

みだりに利用されない権利を有する，とした。

そして，人の声の商業的価値については「パ

ブリシティ権」で，精神的価値については「人

声権」で保護するのが適当，との考えを示し

た。 

 さらに中島は，声の無断録音，合成，公表

等により被った精神的苦痛が社会通念上容認

されるべきものかどうかの判断基準を 3つに

類型化した。 

第 1類型は私生活上の自由から派生するプ

ライバシーの侵害度合い，第 2類型は人の名

誉感情の侵害度合い，第 3類型は平穏な日常

生活を害する度合い，である。 

 その上で，人の声についての精神的価値と

商業的価値の両面を体系的かつ包括的に保護

するには，社会経済への波及効果が予測困難

な新しい立法よりも，憲法 13条（個人の尊重）

の法意に照らして形成されてきた人格権法の

展開に委ねるのが適当と結論付けた33。 

前出の安藤も「声に関する人格権の存在が

判例法によって明確に承認されれば，音声に

対してのシームレスな法的保護の実現に一歩
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近づくものと思われる」34と述べている。 

ともすれば報酬請求権，損害賠償権など財

産権に集約しがちな本議論において，人格権

の問題が重要な論点の一つあることを忘れて

はならない。 

 

６．おわりに 

 ここまで「声の権利」に関する最近の検討

状況を見てきた。冒頭で述べた通り，図書館

においても録音資料の作成，収集，音読サー

ビスなど，声に関わるサービスは種々存在す

る。すでにデジタル化されたテキスト資料の

AI による音声化も日常的になっていくであ

ろう。すでに米国では，図書館が契約してい

る OverDrive社のオーディオブックの作品中

100タイトル以上が AIによる合成音声（しか

も低品質）だったとの指摘もある35。 

 図書館と「声の権利」の関係を簡単に考察

すれば，図書館が自らデジタル化した音声デ

ータがホームページ上にアップされているよ

うな場合，これは通常「実演」（声だけをアッ

プすることは考えにくい）であり，実演と著

作権との関係では，著作者や実演家の死後 70

年（レコード会社の場合にはレコード発行か

ら 70年）を経過して権利の消滅しているコン

テンツ（多くはそうであろう）であれば問題

は生じない。 

 しかし，すでに見たように実演の中から

「声」だけを取り出して利用することについ

ては，著作権法では規定されていない。実演

としての権利が消滅していない場合について，

これらの実演の「声」を AIの学習データとし

て用いる場合については，著作権法上は「非

享受目的」利用と考えられるから，著作者や

実演家の利益を不当に害するものでなければ，

著作権法30条の4の規定により許諾無く行え

ることになる。 

人格権については一身専属ではあるが，死

後も同様に認められることを考えれば，配慮

が必要であろう。 

 また冒頭でも述べた通り，視覚障害者等サ

ービスの場合には，著作権法 37条 3項の権利

制限規定が適用される。合成音声による音声

図書の製作については「視覚障害者等の読書

環境の整備の推進に係る関係者協議会」の場

ですでに議論が見られる。国立国会図書館の

川西は，テキスト DAISYの AI活用について検

討していきたいと発言している。また日本点

字図書館の澤村も，読み書きに困難がある人

達を支援するためのソフトウェア開発業者

NPO 法人サイエンス・アクセシビリティ・ネ

ットと共同でソフトウェアを作った経験があ

ること，サピエに上がっていないようなコン

テンツに関してはすでに業務で使っている旨

の発言をしている。さらには「もっと人間に

近い音声でリアルタイムに進化していく仕組

み」にも関心を寄せており，ボランティア等

の減少の中で取り組むべき課題だと述べてい

る36。 

 著名な人物の声でない限り，プライバシー

権や不当競争防止法に抵触することもなさそ

うである。 

 このように，現時点で図書館が直接権利侵

害の主体となる可能性は低いと考えられる。

しかしながら，AIを活用して，図書館の提供

するデジタルデータが何らかの権利侵害に利

用される事態，図書館が契約する外部データ

ベースの中に侵害コンテンツが含まれる事態

は大いにありうる。合成音声による低品質な

ものは論外として，先の米国の事例によれば，

AI のみを用いて作成された作品を収集対象

としない方針をとる図書館の事例も紹介され

ている。 

創作者に敬意を払いつつ，情報の利用と権

利保護のバランスに留意し，利用者に対して

適切な利用を促して，リテラシーの向上に努

めたり，AIツールの安全性、法令遵守性に関

する情報を得るなどして，必要とする利用者

に提供することは，図書館の重要な責務の一

つであろう。「声の権利」についても例外では

ない。 

 なお，2025年 11月 14日には伊藤忠商事が

「声優や俳優の音声を登録し，無断利用を防

ぐデータベース」の立ち上げを発表した。NTT

西日本や東芝系企業は許諾を得た音声である

ことを証明するサービスを導入している37。

ソニーグループは，実用化は未定としながら

も，AIが学習した楽曲の成分を貢献度合いを

数値化して示す技術を開発したことを発表し

た38。「声の権利」の検討状況と併せて，こう

した技術的動向にも引き続き注視をしていき

たい。 
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